別添様式第１号
番　　　号　　
年　月　日　　
　○○県（都）知事　殿
提出
市町村長　　印
                                                  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業実施主体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 表 者 氏 名　　　　　印
東日本大震災農業生産対策交付金に係るリース事業計画の（変更）承認申請について
東日本大震災農業生産対策交付金実施要綱（平成23年５月２日付け23生産第720号農林水産事務次官依命通知）第３に基づき、関係書類を添えて（変更）承認申請する。
なお、リース事業計画に関する担当者は下記のとおり。
記
　　　【担当者】
所属・役職
担当者氏名
電話番号
FAX番号
e-mailアドレス
　注）１　関係書類として、別紙「東日本大震災農業生産対策交付金に係るリース事業計画書」（以下「リース事業計画書」という。）を添付すること。
      ２　リース事業計画書の各記載項目のうち、リース契約に関する書類で確認が可能な場合にあっては、当該書類の添付をもって記載を省略できるものとする。
　　　３　「自給飼料生産・調製再編支援事業のうち飼料生産組織の高度化支援事業」の場合は、件名の下部に（　）書きでその旨記載すること。
　　　４　「自給飼料生産・調製再編支援事業のうち飼料生産組織の高度化支援事業」の場合は、別紙「東日本震災農業生産対策交付金に係るリース事業計画書」の３の（２）～（５）、４及び５は省略すること。
別紙
東日本大震災農業生産対策交付金に係るリース事業計画書
                                                  （事業実施年度：令和○○年度）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
事業実施主体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名
　注）「自給飼料生産・調製再編支援事業のうち飼料生産組織の高度化支援事業」の場合は、件名の下部に（　）書きでその旨記載すること。
１　被災状況（牛肉保管等施設にあっては、と畜及び検査の状況）
	（例）
１．農業機械：○台の○○○が津波により浸水。
２．園芸用施設：フェンロー型温室○棟が全壊。
３．牛肉保管等施設：放射性物質の検査実施により○○頭分の冷蔵施設が不足し、と畜頭数が○○頭から○○頭に減少。



　注）「自給飼料生産・調製再編支援事業のうち飼料生産組織の高度化支援事業」の場合は、「被災状況」を「事業目的」とし、記載内容は、リース機械等の導入目的、目標数値（平成22年度に比べ事業実施年度後３年以内に「飼料生産面積」、「飼料生産量」、「飼料調製取扱量」、「可消化養分総量（ＴＤＮ）」等が増加。）等を記載すること。
　
２　事業内容
	事業量
	事業に要する経費
（円）
	負担区分
	備考


	経費区分及び
対象機械・施設

	台数・面積

	
	国庫補助金
（円）
	自己負担
（円）
	その他
（円）
	

	　東日本大震災農業生産対策交付金に係るリース事業
１　対象機械
 　○○○収穫機
　 ○○○植付機
２　対象施設
　周年栽培高温抑制型温室
　　養液栽培装置
　　複合環境制御装置　　
　高度環境制御栽培施設
    自動カーテン装置
          計
３　牛肉保管等施設
　検査室
　冷蔵施設

	 ○台
 ○台
 ○台
 ○㎡
 ○セット
 ○セット
 ○㎡
 ○セット
○㎡
○セット
 ○㎡
 ○㎡

	
	
	
	
	


  　注）「自給飼料生産・調製再編支援事業のうち飼料生産組織の高度化支援事業」の場合は、「東日本大震災農業生産対策交付金に係るリース事業」を「東日本大震災農業生産対策交付金に係る飼料生産組織の高度化支援事業（導入する飼料生産・調整のための機械等）」とし、対象機械は飼料播種機、飼料刈取機、飼料収穫機等、対象施設は飼料保管庫等とする。
事業完了予定（又は完了）　　年　　月　　日　　

３　導入する農業機械・園芸用施設等
（１）農業機械
	機械利用者

	組織名
	                                  

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	受益農家

	

	対象機械

	機種名
	
	数　量
	          台

	
	型式名
	                                         

	
	対象作物
	

	
	利用面積

	（計画）　　　　　　ha　　（利用規模下限）　　　　  ha

	
	
	（利用計画の設定の考え方）


	
	農業機械の被災状況
	

	リース期間
（注１）

	開始日～終了日（※１）
	
	～
	
	    （年）

	
	リース借受日から○年間（※２）
	       （年）

	リース物件取得見込額（税抜き）      　   [1]
	                            (円）

	リース期間終了後の残価設定（税抜き）     [2]
	                            (円）

	リース料助成申請額　　　　               [3]
	                            (円）

	リース諸費用（金利・保険料・消費税等）   [4]
	                            (円）

	機械利用者負担リース料（税込み）    　　 [5]
	                            (円）

	リース物件保管場所

	


　（注）１　※１及び※２については、いずれかを記入すること。
　　　　２　複数の機械をリースする場合には、機械毎にそれぞれ作成すること。
　　　　３　「自給飼料生産・調製再編支援事業のうち飼料生産組織の高度化支援事業」の場合は、「対象機械」の「農業機械の被災状況」を省略することができるものとする。
（２）園芸施設
	施設利用者

	組織名
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	受益農家

	

	対象施設

	周年栽培
高温抑制
型温室

	対象作物
	

	
	
	温室のみ（　　）、温室＋内部施設（　　）、内部施設のみ（　　）

	
	
	新設の温室面積
	         ㎡

	
	
	新設の内部施設

	①　養液栽培装置           ○セット
②　複合環境制御装置       ○セット


	
	
	周年生産技術が普及している品目の場合の新技術
	

	
	
	既存施設を利用する場合

	設置面積
	鋼材の種類
	設置年

	
	
	
	          ㎡
	
	

	
	高度環境制御栽培施設

	対象作物
	

	
	
	温室のみ（　　）、温室＋内部施設（　　）、内部施設のみ（　　）

	
	
	新設の温室面積
	         ㎡

	
	
	新設の内部施設

	①　自動カーテン装置       ○セット


	
	
	周年生産技術が普及している品目の場合の新技術
	

	
	
	既存施設を利用する場合

	設置面積
	鋼材の種類
	設置年

	
	
	
	          ㎡
	
	

	園芸用施設の被災状況

	


　（注）　１　「内部施設のみ」の要望は、既に当該内部施設を収容する温室又は建物を有している場合に限る。
　　　　　２　温室については、新設、既設に係わらず、設計図及び耐風強度若しくは耐雪強度を保証する製造会社等の説明書を添付すること。
　　　　　３　「鋼材の種類」欄については、主に用いられている鋼材の種類を記入すること。なお、鉄骨補強パイプハウスの場合は、パイプと記入すること。
　　　　　４　既存施設を利用する場合は、温室の内部及び外観を移した写真（３ヶ月以内に写したもの）を添付すること。
 対象施設（○○○○）
	リース期間
　　（注１）

	開始日～終了日（※１）
	
	～
	
	    （年）

	
	リース借受日から○年間（※２）
	       （年）

	リース物件取得見込額（税抜き）      　   [1]
	                            (円）

	リース期間終了後の残価設定（税抜き）     [2]
	                            (円）

	リース料助成申請額            　　　　   [3]
	                            (円）

	リース諸費用（金利・保険料・消費税等）   [4]
	                            (円）

	施設利用者負担リース料（税込み）    　　 [5]
	                            (円）

	リース物件設置場所

	


　（注）１　※１及び※２については、いずれかを記入すること。
　　　　２　複数の施設をリースする場合には、施設毎にそれぞれ作成すること。
（３）畜産飼養管理用に必要な機械装置
	機械
利用
者

	 組 織 名
	
	代表者名
	

	
	 所 在 地
	

	
	  受益農家

	

	対象
機械

	   　種　類

	 機械の名称及び導入台数

	 機種名・製造者（連絡先）

	 能力(形式等)

	　機械装置の被災状況


	
	①飼料調整機械
	(TMRﾐｷｻｰ　○台)
	
	
	 

	
	②飼料米利用に必要な機械 
	(粉砕機　　○台)
	
	
	

	
	③畜舎温度制御機械
	
	
	
	

	
	④乳質改善機械装置
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	⑤飼養管理機械
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	⑥酪農関係機械
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	⑦自動給餌関係機械
	
	
	
	

	
	⑧鶏卵関係機械   
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	ﾘｰｽ
契約
内容

	 リース
  期間
 （注１）

	 開始日～終了日（※１）

	①         　～
②           ～
	 （年）


	
	
	 リース借受日から○年間（※２）
	
	 （年）

	
	 リース物件取得見込額（税抜き）      [1]

	①
②
（合計 ①＋②）
	  (円）


	
	 リース期間終了後の残価設定（税抜き）[2]
	
	  (円）

	
	 リース料助成申請額　　　　    　　 [3]
	
	  (円）

	
	 リース諸費用(金利・保険料・消費税等)[4]
	
	  (円）

	
	 機械利用者負担リース料（税込み）   [5]
	
	  (円）

	リース物件保管場所

	


　（注）１　※１及び※２については、いずれかを記入すること。
　　　　２　複数の機械をリースする場合には、対象機械及びリース契約内容の欄に機械毎に記　　　　　述するとともに、金額を記述する欄は合計額を記述すること。
（４）家畜排せつ物処理・利用に必要な機械装置
	機械利用者

	組織名
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	
	受益農家

	

	対象機械

	  機種名   

	数量
（台）
	   形式名   

	     能力     

	      機械装置の
       被災状況       

	
	
	
	
	
	

	
	 処理利用量

	（計画）　　　　　　ｔ

	
	
	（利用計画の設定の考え方）


	リース期間
（注１）

	開始日～終了日（※１）
	
	～
	
	    （年）

	
	リース借受日から○年間（※２）
	       （年）

	リース物件取得見込額（税抜き）      　   [1]
	                            (円）

	リース期間終了後の残価設定（税抜き）     [2]
	                            (円）

	リース料助成申請額　　　　               [3]
	                            (円）

	リース諸費用（金利・保険料・消費税等）   [4]
	                            (円）

	機械利用者負担リース料（税込み）    　　 [5]
	                            (円）

	リース物件保管場所

	


　（注）１　※１及び※２については、いずれかを記入すること。
　　　　２　複数の機械をリースする場合には、機械毎にそれぞれ作成すること。
（５）冷蔵保管等施設
	設置する
産地食肉
センター
	施設名
	

	
	所在地
	

	対象施設
の賃借者

	組織名
	

	
	代表者名
	

	
	所在地
	

	対象施設

	検査室

	
	既存施設（※１）
	設置する施設

	
	
	面積（㎡）
	
	

	
	
	構造
	
	

	
	冷蔵施設

	
	既存施設（※１）
	設置する施設

	
	
	面積（㎡）
	
	

	
	
	構造（※２）
	
	

	
	
	能力（※３）
	
	

	と畜及び
放射性物
質検査の
状況

	（例１） 放射性物質検査の実施前は１日当たり○○頭までと畜処理が可能だったが、検査の実施により通常より○日間長く枝肉を冷蔵保管する必要が生じ、検査の実施後は１日当たり○○頭にと畜頭数が減少している。
（例２）放射性物質検査の実施前のと畜処理頭数は１日当たり○○頭であったが、全頭・全戸検査の実施により自県内でのと畜処理頭数を１日当たり○○頭増加させる必要が生じており、○○頭分の冷蔵保管施設が不足している。



　（注）　１　※１について、牛以外もと畜する産地食肉センターにあっては、牛に係る面積及び能力を内数で括弧書きすること。
　　　　　２　※２について、リース物件が車両の場合にあってはその旨を記載すること。
　　　　　３　※３については、冷蔵保管が可能な頭数を豚換算頭数（牛及び馬は１頭につき豚４頭に換算する。）で記載すること。
　　　　

 対象施設（○○○○）
	リース期間
　　（注１）

	開始日～終了日（※１）
	
	～
	
	    （年）

	
	リース借受日から○年間（※２）
	       （年）

	リース物件取得見込額（税抜き）      　   [1]
	                            (円）

	リース期間終了後の残価設定（税抜き）     [2]
	                            (円）

	リース料助成申請額            　　　　   [3]
	                            (円）

	リース諸費用（金利・保険料・消費税等）   [4]
	                            (円）

	施設賃借者負担リース料（税込み）    　　 [5]

	                            (円）



　（注）１　※１及び※２については、いずれかを記入すること。
　　　　２　複数の施設をリースする場合には、施設毎にそれぞれ作成すること。
４　周年栽培計画等（対象施設を導入する場合のみ作成すること）
      導入施設：○○○○
　　　対象作物：○○○○
	
	計画（施設導入後）

	４月
	

	５月
	

	６月
	

	７月
	

	８月
	

	９月
	

	10月
	

	11月
	

	12月
	

	１月
	

	２月
	

	３月

	


（注）　　　施設導入後の周年栽培計画においては、原則として、温室の使用期間を概ね１０ヶ月以上とすること。（ただし、土壌消毒期間等、栽培に不可欠な処理等により温室を使用できない期間は未使用期間には含めない。）
５　家畜排せつ物処理・利用に必要な機械装置周年利用計画等
　　（対象施設を導入する場合のみ作成すること）
      導入施設：○○○○
　　　対象作物：○○○○
	
	計画（施設導入後）

	４月
	

	５月
	

	６月
	

	７月
	

	８月
	

	９月
	

	10月
	

	11月
	

	12月
	

	１月
	

	２月
	

	３月

	


